






























後者第二点は I教育経営J に対し，より実体の明確な学校経営や教育行政をお1:して I教育経営」
概念を用いることの意義や有用性，有効性は何であり 3 その主主.張と第一点を重ねたi時寺 I教脊経恒官営c
概念が逆に適当カか、否カか、を検証することである O
以上二点を中心に検討していきたいが，それに先立ち言葉本来の吟味を少し加えておきたい。







うな特{致がiミ立められる o 1!jJち 1行政」がその機能領j或をもって形行されるのに対し， li経常」はその
対象組織をもって形容されることである。「教育行政」は「行政の一部門であり，教育について行
(2) 
なわれる行政である。」といわれるように 1農林h政」や「通産行政J， 1労働行政J とえ目置される
概念であり 1-1:]'政j の r_j は行政の機能領域を示し，特定の組織を示すものでないのが通例で
ある。これに対し 1-経営」は 1企業占経常」や「病院キあるいは「学校*.1:ll\~J として使われて
いるように 1ー」カ{~'-lÈ の組L*哉を示すのカf従来の用 ii百j去といえる。
「教育経営」に反って考えるならば，それは上記「行政j， 1経営」の用訟法から極めて特呉な、
ある意味で、は例外的なものであり，それだけにその liri新性」と「情動性」が同時に I~~î われる概念
といわざるをえなし」そして最も中心的問題は 1教育行政J が文部省や教育委員会といった行政





























































学校経営の現代化課題J が I教育条件の再編成J， I人口構造の変化と人々の生活問のJ広大に対決
すること_J， Iカリキュラム編成の問題」として考えられねばならないとする。そして第二は「生涯
教育の観点」であり I教育の全体的なシステムの再編成を志向し，とりわけ，そうした全体的な
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